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https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220909/k10013810421000.html
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5https://www.city.bunkyo.lg.jp/tetsuzuki/recycling/oshirase/saigaishien.html
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今日のお話し

１．気候変動、日本の状況

２．気候変動、国連・IPCCの動き

３．気候変動、COP26で議論されたこと

４．気候変動、私たちにできること

５．気候変動、自治体は？
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Oct 22, 2020, Prime Minister Yoshihide Suga plans to pledge a cut in greenhouse-gas emissions in Japan to 
net zero by 2050 in his first policy speech in the Diet next week, government sources said Wednesday.

https://www.japantimes.co.jp/news/2020/10/22/national/suga-carbon-neutral-2050/ 10

2020年10月26日
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一般社団法人環境金融研究機構 | Research Institute for Environmental Finance: RIEF
https://rief-jp.org/ct8/106801

各紙の報道によると、中
国の習近平国家主席は22
日の国連総会の一般討論
でビデオ演説を行い、
2060年までにCO2の排出
量を実質ゼロを達成する
努力をすると表明した。
先に、EUとの首脳会議で
も、その可能性を示唆し
ていた。同氏は新型コロ
ナウイルス感染対策から
の世界経済の回復で「グ
リーンリカバリーを後押
しする」とも述べた。
CO2排出量で世界最大の
中国がネットゼロを国際
公約したことで、パリ協
定の目標達成への機運が
再び高まるとともに、日
本の温暖化対策の加速化
を迫られそうだ。

2020年9月22日
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IRENA、「2020 年、世界の再生可能エネルギー導入容量が過去最高に」2021年4月5日
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Press-Release/2021/Apr/IRENA-Capacity-Stats-2020_Press-
Release_Japanese.pdf?la=en&hash=0C99521D03B887ED48DCDF939252539829684B03

世界と日本の事業用太陽光の発電コスト
（LCOE：均等化発電原価）

2020年の1年間で
新設された再エネは
260GW（10億ワット）
日本国内の総電力容量
も同規模の260GW）。

化石燃料による
火力発電は60GW。

国別再エネ新設分の
1位は136GWの中国、
2位は29GWの米国



https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/actions/202104/22kikou.html

2021年4月22日
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U.S. Department of State, Leaders Summit on Climate
https://www.state.gov/leaders-summit-on-climate/day-1/
43:35ぐらいから菅首相の発言（英訳版）がご覧になれます。 14

2030年の温室効果ガス
排出量目標値を26%から
46％、さらに50%の高
みを目指すと宣言



15https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html



令和３年６月９日、菅総理は、総理大臣官邸で第３回国・地方脱
炭素実現会議に出席しました。
会議では、地域脱炭素ロードマップ（案）等について議論が行

われました。
総理は、本日の議論を踏まえ、次のように述べました。
「本日、地域の先進的な脱炭素の取組を加速するために、地域脱
炭素ロードマップを取りまとめました。
２０３０年までに少なくとも１００か所の脱炭素先行地域を創

出する目標を掲げ、国による支援を集中的に進めてまいります。
具体的には、国から地域への資金支援を複数年度にわたって継

続的に可能とすることで、自治体が脱炭素化の取組を計画的に進
めやすくします。国や地方の公共施設の太陽光発電の導入など、
公共部門が率先して、再エネ導入・省エネ対策を進めます。加え
て、一部の自治体のふるさと納税で、再エネ電気を返礼品として
扱う動きがあり、ルールを整備することで、全国で再エネの需要
を拡大します。
再エネを進めることは、地域の活性化の大きな可能性を秘めて

おり、国と地方が一体となって、地域の資源である再エネを活用
した脱炭素化を進め、雇用の創出や国土強靱（じん）化にもつな
げてまいります。
地域の取組が国全体の大きな脱炭素化につながるよう、改めて

国と地方が連携して取組を進めるようお願いいたします。」

https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/actions/202106/09datsutanso.html
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地域脱炭素ロードマップのキーメッセージ

地域脱炭素は、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献

① 一人一人が主体となって、今ある技術で取り組める

② 再エネなどの地域資源を最大限に活用することで実現できる

③ 地域の経済活性化、地域課題の解決に貢献できる

経済・雇用

再エネ・自然資源
地産地消

快適・利便

断熱・気密向上
公共交通

循環経済

生産性向上
資源活用

✓我が国は、限られた国土を賢く活用し、面積当たりの太
陽光発電を世界一まで拡大してきた。他方で、再エネを
めぐる現下の情勢は、課題が山積（コスト・適地確保・
環境共生など）。国を挙げてこの課題を乗り越え、地域
の豊富な再エネポテンシャルを有効利用していく

✓一方、環境省の試算によると、約9割の市町村で、エネル
ギー代金の域内外収支は、域外支出が上回っている
(2015年度)

✓豊富な再エネポテンシャルを有効活用することで、地域内
で経済を循環させることが重要

防災・減災
非常時のエネル
ギー源確保
生態系の保全

～地方からはじまる、次の時代への移行戦略～
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◼ 再エネ活用の地域でのメリット：①経済の域内循環、②産業と雇用創出、③レジリエンス向上

◼ 日本全体にも貢献：①エネルギー自給率の向上、②化石燃料輸入代金の低減

◼ 地域再エネの活用により、多くのメリットとともに、脱炭素化を進めることができる

出典：地域経済循環分析データベース2015（環境省）から作成

市町村別の再エネ導入ポテンシャル

出典：環境省（「令和元年版環境白書」を一部修正）
※再エネポテンシャルからエネルギー消費量を差し引いたもの。実際に導入するには、技
術や採算性などの課題があり、導入可能量とは異なる。

※今後の省エネの効果は考慮していない。

大

再
エ
ネ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

小

地域内の再エネ供給力がエ
ネルギー需要を上回り、地域
外に再エネを販売できる地域

域内の再エネで地域内のエ
ネルギー需要をほぼ自給でき
る地域

域内の需要が再エネ供給力
を上回り、再エネを他地域か
ら購入する必要がある地域

市町村別のエネルギー収支

➢ 再エネの最大限の活用に向け、再エネポテンシャルが豊富
な地方と、エネルギー需要密度が高い都市の連携が重要。

➢ 9割の自治体のエネルギー収支が赤字(2015年)
➢ 特に経済規模の小さな自治体にとっては、基礎的な

支出であるエネルギー代金の影響は小さくない。

➢ 国全体でも年間約17兆円を化石燃料のために海外に支
払い(2019年)

地域における再エネ活用の意義



https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/datsutanso/
19

https://www.env.go.jp/press/110359.html
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◼ 地域脱炭素ロードマップに基づき、少なくとも100か所の脱炭素先行地域で、2025年度までに、脱
炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実行

◼ 農山漁村、離島、都市部の街区など多様な地域において、地域課題を解決し、住民の暮らしの質
の向上を実現しながら脱炭素に向かう取組の方向性を示す。

住生活エリア 住宅街・団地

ビジネス・商業エリ
ア

中心市街地（大都市、地方都市）
大学キャンパスなど

自然エリア
農山村、漁村、離島、観光エリア・自然公
園

施設群 公的施設群等

脱炭素先行地域の範囲の類型

※地方自治体の提案を支援するため、ガイドブック等の参考資料を公表、順次更新
http://www.env.go.jp/policy/roadmapcontents/index.html

民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消
費に伴うCO2排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利
用等も含めてその他の温室効果ガス排出削減も地域特
性に応じて実施する地域。

脱炭素先行地域とは

スケジュール

第1回選定

１月25日～２月21日 公募実施
４月26日 結果公表
６月１日 選定証授与式

第2回選定

６月下旬 募集要領及びガイドブックを公表
７月上旬～中旬 自治体向け説明会（オンライン）
７月26日～８月26日 公募実施
８月下旬～10月中旬 有識者会議による審査、選定案の作成
10月下旬頃 結果公表

以降

年２回程度、
2025年度まで
募集実施

脱炭素先行地域
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脱炭素先行地域評価委員会

氏名 所属・役職 専門/キーワード

磐田 朋子 芝浦工業大学システム理工学部環境システム学科 准教授
再生可能エネルギー、省エネ
ルギー、環境影響評価

植田 譲 東京理科大学工学部電気工学科 教授
電力・エネルギー工学、太陽
光発電システム

座長
代理

藤野 純一
公益財団法人地球環境戦略研究機関 上席研究員
サステイナビリティ統合センタ－ プログラムディレクター

環境エネルギー分析、モデル
シミュレーション

座長 諸富 徹 京都大学大学院経済学研究科 教授 財政学、環境経済学

吉岡 剛 東京大学大学院工学研究科電気系工学専攻 特任研究員 エネルギー経済学

吉高 まり
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング経営企画部 副部長
プリンシパル・サステナビリティ・ストラテジスト

ESG投資・金融、SDGs、サ
ステナブルファイナンス



22https://www.env.go.jp/press/110988.html
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脱炭素先行地域選定結果（第1回）

都道府県 市区町村 共同提案者

北海道 石狩市

北海道 上士幌町

北海道 鹿追町

宮城県 東松島市 一般社団法人東松島みらいとし機構

秋田県 秋田県 秋田市

秋田県 大潟村

埼玉県 さいたま市
埼玉大学、芝浦工業大学、

東京電力パワーグリッド株式会社埼玉総支社

神奈川県 横浜市 一般社団法人横浜みなとみらい２１

神奈川県 川崎市
脱炭素アクションみぞのくち推進会議、

アマゾンジャパン合同会社

新潟県 佐渡市 新潟県

長野県 松本市 大野川区、信州大学

静岡県 静岡市

愛知県 名古屋市 東邦ガス株式会社

都道府県 市区町村 共同提案者

滋賀県 米原市 滋賀県、ヤンマーホールディングス株式会社

大阪府 堺市

兵庫県 姫路市 関西電力株式会社

兵庫県 尼崎市 阪神電気鉄道株式会社

兵庫県 淡路市 株式会社ほくだん、シン・エナジー株式会社

鳥取県 米子市 境港市、ローカルエナジー株式会社、株式会社山陰合同銀行

島根県 邑南町 おおなんきらりエネルギー株式会社

岡山県 真庭市

岡山県 西粟倉村
株式会社中国銀行、株式会社エックス都市研究所、

テクノ矢崎株式会社

高知県 梼原町

福岡県 北九州市
直方市、行橋市、豊前市、中間市、宮若市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、

小竹町、鞍手町、香春町、苅田町、みやこ町、吉富町、上毛町、築上町

熊本県 球磨村 株式会社球磨村森電力、球磨村森林組合

鹿児島県 知名町
和泊町、リコージャパン、

一般社団法人サステナブル経営推進機構
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